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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第147期
第3四半期
連結累計期間

第148期
第3四半期
連結累計期間

第147期
第3四半期
連結会計期間

第148期
第3四半期
連結会計期間

第147期

会計期間

自  平成21年
      4月1日
至  平成21年
     12月31日

自  平成22年
      4月1日
至  平成22年
     12月31日

自  平成21年
      10月1日
至  平成21年
     12月31日

自  平成22年
      10月1日
至  平成22年
     12月31日

自  平成21年
      4月1日
至  平成22年
     3月31日

営業収益 (千円) 7,650,3917,389,3672,559,3002,378,99110,309,210

経常利益 (千円) 547,540504,945190,847156,930724,970

四半期(当期)純利益 (千円) 259,828227,350105,26391,625364,027

純資産額 (千円) ― ― 7,572,0657,778,5397,688,211

総資産額 (千円) ― ― 19,601,08218,796,67219,417,116

１株当たり純資産額 (円) ― ― 477.98 491.27 485.46

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 16.41 14.37 6.65 5.79 23.00

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 38.6 41.3 39.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 757,881716,931 ― ― 1,157,145

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △258,768△150,397 ― ― △276,463

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △581,261△541,368 ― ― △1,111,520

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,742,0702,618,5452,593,380

従業員数 (名) ― ― 329 328 324

(注) 1 営業収益には、消費税等は含まれておりません。

2 潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

3 △は、キャッシュ・フローにおける支出超過であります。
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２ 【事業の内容】

当第3四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第3四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年12月31日現在

従業員数(名) 328

(注)　従業員数は就業人員数であります。

　

(2) 提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年12月31日現在

従業員数(名) 78

(注)　従業員数は、当社から他社への出向者を除く就業人員数であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産及び受注の状況

該当事項がないため記載しておりません。
　

(2) 販売実績

当第3四半期連結会計期間における販売実績（セグメント間の取引を含まない）をセグメントごとに

示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

倉庫業 1,209,750 △6.6

運送業 846,722 △9.0

不動産賃貸業 270,057 △2.0

その他の事業 52,461 △10.7

合計 2,378,991 △7.0

(注) 1　主な相手先別の販売実績及び総販売実績（セグメント間の取引を含まない）に対する割合は次のとおりであり

ます。
　

相手先

前第3四半期連結会計期間 当第3四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

富士フイルムロジスティックス（株） 816,962 31.9 779,848 32.8

2　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
3　第1四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年3
月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成
20年3月21日）を適用しております。これによる事業区分へ与える影響はないため、前年同四半期比較を行って
おります。

　

２ 【事業等のリスク】

当第3四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　
（1）経営成績の分析 

　当第3四半期連結会計期間におけるわが国経済は、エコカー補助金の終了などによる駆け込み需要の反動減

があったものの、新興国需要の拡大や円高の進行が一服したことなどにより、景気の回復も徐々に明るい兆し

が見えはじめてきております。しかし、その一方で資源価格の上昇の懸念や雇用環境の低迷による個人消費の
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伸び悩みなど、企業の先行きへの警戒感は薄まる状況にはなっておりません。

　こうした情勢の中で、物流業界におきましては、回復傾向にあった荷動きの動向が当四半期に至り足踏み状

態になっており、荷主企業からの合理化要請は依然として弱まる状況にありません。この厳しい事業環境の

下、当社グループは高品質の物流サービスを提供すべく、経営全般にわたる効率化を図り、積極的な営業展開

を行ってまいりました。

　この結果、当第3四半期連結会計期間の営業収益は23億7千8百万円となり、前年同四半期に比1億8千万円

（7.0％）の減収となりました。営業原価は19億9千4百万円となり、前年同四半期に比べ1億5百万円（5.0％）

減少し、販売費及び一般管理費は1億9千9百万円となって前年同四半期に比べ1千8百万円（8.4％）減少しま

した。これにより、営業利益は1億8千4百万円となり、前年同四半期に比べ5千6百万円（23.4％）の減益とな

り、経常利益は1億5千6百万円と前年同四半期に比べ3千3百万円（17.8％）の減益となりました。特別利益に

第2四半期に計上した投資有価証券評価損の戻入益を2百万円計上しましたので、当四半期純利益は9千1百万

円となって、前年同四半期に比べ1千3百万円（13.0％）の減益となりました。

　
セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

　
(倉庫業)

　当第3四半期連結会計期間は、輸入雑貨や綿布の取扱が減少して保管料及び荷役荷捌料収入が減少したため、

外部顧客に対する営業収益は12億9百万円となり、前年同四半期に比べ8千4百万円（6.6％）の減収となりま

した。コスト面では荷捌作業費用などの営業原価も減少しましたが、前年同四半期に比べ2千9百万円の減益と

なり、2千9百万円のセグメント損失となりました。

 

(運送業）

　当第3四半期連結会計期間は、コピー機械関連の配送や販売促進用品の取扱が減少して、運送料及び作業料収

入が減少したため、外部顧客に対する営業収益は8億4千6百万円となり、前年同四半期に比べ8千3百万円

（9.0％）の減収となりました。コスト面では運送費用、作業費用ともに減少しましたが、前年同四半期に比べ

3千万円（62.7％）の減益となり、1千8百万円のセグメント利益となりました。

 

(不動産賃貸業）

　当第3四半期連結会計期間は、一部の顧客への賃貸面積が減少したことにより、外部顧客に対する営業収益は

2億7千万円となり、前年同四半期に比べ5百万円（2.0％）の減収となりました。しかし、コスト面で減価償却

費や修繕費が減少しましたので、前年同四半期に比べ5百万円（3.2％）の増益となり、1億8千8百万円のセグ

メント利益となりました。

　
(その他の事業）

　当第3四半期連結会計期間は、ゴルフ練習場の利用客数が前年同四半期を下回ったことなどもあって、外部顧

客に対する営業収益は5千2百万円となり、前年同四半期に比べ6百万円（10.7％）の減収となりました。コス

ト面では人件費が減少しましたが、前年同四半期に比べ2百万円（30.9％）の減益となり、6百万円のセグメン

ト利益となりました。
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（2）財政状態の分析 

（資産）

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて4.1％減少し、37億1百万円となりました。これは、現金及び預金が2億

8千9百万円増加したのに対し、受取手形及び売掛金が2億1千3百万円、有価証券が2億4千万円減少したことな

どによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて3.0％減少し、150億9千5百万円となりました。これは、建物及び構築

物が減価償却等により3億7百万円 、投資有価証券が時価評価の下落によって1億4百万円、それぞれ減少した

ことなどによります。

　この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて3.2％減少し、187億9千6百万円となりました。

 

（負債）

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて11.3％減少し、25億2千4百万円となりました。これは、支払手形及び

買掛金が1億2千6百万円、未払法人税等が1億2千5百万円それぞれ減少したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて4.4％減少し、84億9千4百万円となりました。これは、長期借入金が3

億9千8百万円減少したことなどによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて6.1％減少し、110億1千8百万円となりました。

　
（純資産）

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.2％増加し、77億7千8百万円となりました。これは、利益剰余金が

1億3千2百万円増加したことによります。

　
（3）キャッシュ・フローの状況の分析

当第3四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は26億1千8百万円と

なりました。

当第3四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

当第3四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益や減価償却

による資金留保等により、1億5千1百万円の収入超過（前年同四半期連結会計期間は247百万円の収入超過）

となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第3四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等によ

り、2千6百万円の支出超過（前年同四半期連結会計期間は67百万円の支出超過）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第3四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出等によ

り、3億4千万円の支出超過（前年同四半期連結会計期間は175百万円の収入超過）となりました。

　
（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第3四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

　
（5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第3四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第3四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,835,000

計 29,835,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年2月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,876,01015,876,010
大阪証券取引所
（市場第二部）

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式
単元株式数1,000株

計 15,876,01015,876,010― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。
　

平成20年6月27日　取締役会決議

　
第3四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 290(注)5

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 「(1)株式の総数等②発行済株式」に記載の普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 290,000(注)1,5

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり274(注)2

新株予約権の行使期間
平成22年7月25日～
　平成27年7月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格        304
資本組入額      152(注)4

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権
者」という)は、新株予約権の行使が可能となる日まで
継続して、当社及び当社子会社の取締役、従業員の地位
にあることを要する。ただし、取締役会が正当な理由が
あると認めた場合は、この限りではない。
②新株予約権者が死亡した場合、相続人がこれを行使出
来ないものとする。
③その他条件については、当社と新株予約権者との間で
個別に締結する新株予約権に関する契約に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)3

(注) 1　なお、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同様とする）または株式

併合を行う場合は、次の算式により目的である株式数を調整するものとする。ただし、係る調整は、新株予約権

のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的である株式数についてのみ行われ、調整の結果生

じる1株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割または併合の比率

また、上記のほか、当社が合併または会社分割を行う場合等、これを調整することが適切な場合は、当社は合理

的な範囲で付与株式数の調整をすることができる。

2　割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる1

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

株式分割・併合の比率

また、割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合

（ただし、会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当

社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換、当社普通株式の交付を請求できる新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む））は次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる1円未

満の端数は、これを切り上げる。

　 　 　 　 　 　 　 新規発行
×
1株当たり 　

　 　 　 　 　 既発行
＋
株式数 払込金額 　

調整後
＝
調整前

×
　 株式数 1株当たりの時価 　

行使価額 行使価額 　 既発行株式数　＋　新規発行株式数 　
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なお、上記の算式で使用する「既発行株式数」は、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には「新規発行株

式数」を「処分する自己株式数」、「1株当たり払込金額」を「1株当たり処分金額」と読み替える。

3　当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を

総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前において残

存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権

を以下の条件にて交付する。この場合において、残存新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、

株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前述の(注1)に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前述の

(注2)で定められる行使価額に準じて決定された金額に、③に従って決定される新株予約権の目的である再編

対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

表中「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日か

ら、表中「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

組織再編行為前の条件に準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件 

表中「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

⑨新株予約権の取得条項 

組織再編行為前の条件に準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に1株に満たない端数がある場合

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場合には、これを切り捨

てるものとする。

4「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評価単

価と行使時の払込金額の合計額を記載している。

5「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失した者の新株

予約権数を減じている。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

      該当事項はありません。
　　　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ― 15,876,010 ― 2,539,731 ― 634,932

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第3四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年9月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
― ―

普通株式  51,000

（相互保有株式）
― ―

普通株式  14,000

完全議決権株式(その他)
 普通株式

15,670 ―
15,670,000

単元未満株式
 普通株式

― ―
141,010

発行済株式総数 15,876,010― ―

総株主の議決権 ― 15,670 ―

(注)　単元未満株式数には近畿港運株式会社所有の相互保有株式300株及び自己保有株式671株が含まれております。　

　

② 【自己株式等】

平成22年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
 大阪市港区福崎 1-1-57 51,000 ― 51,000 0.32

（株）杉村倉庫

（相互保有株式）
 大阪市港区築港 4-1-6 14,000 ― 14,000 0.09

 近畿港運（株）

計 ― 65,000 ― 65,000 0.41

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

最高(円) 185 183 172 164 159 153 150 149 154

最低(円) 163 167 158 155 152 147 141 139 142

(注)　大阪証券取引所市場第二部における市場相場であります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第3四半期連結会計期間(平成21年10月1日から平成21年12月31日まで)及び前第3四半期連結累計

期間(平成21年4月1日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第3四

半期連結会計期間(平成22年10月1日から平成22年12月31日まで)及び当第3四半期連結累計期間(平成22年4

月1日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前第3四半期連結会計期間(平成21年10月1日か

ら平成21年12月31日まで)及び前第3四半期連結累計期間(平成21年4月1日から平成21年12月31日まで)に係

る四半期連結財務諸表並びに当第3四半期連結会計期間(平成22年10月1日から平成22年12月31日まで)及び

当第3四半期連結累計期間(平成22年4月1日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,827,150 1,537,321

受取手形及び売掛金 ※1
 888,770 1,102,515

有価証券 819,284 1,059,569

繰延税金資産 57,510 107,472

その他 115,473 62,576

貸倒引当金 △6,874 △8,599

流動資産合計 3,701,313 3,860,855

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 7,292,230

※2
 7,599,291

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 288,888

※2
 326,372

工具、器具及び備品（純額） ※2
 73,599

※2
 84,167

土地 4,913,971 4,913,971

リース資産（純額） ※2
 39,839

※2
 47,985

建設仮勘定 － 4,830

有形固定資産合計 12,608,529 12,976,618

無形固定資産

借地権 295,290 295,290

その他 20,751 25,841

無形固定資産合計 316,041 321,131

投資その他の資産

投資有価証券 1,732,102 1,836,938

繰延税金資産 97,202 93,511

その他 364,231 352,608

貸倒引当金 △22,747 △24,547

投資その他の資産合計 2,170,787 2,258,511

固定資産合計 15,095,359 15,556,261

資産合計 18,796,672 19,417,116
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 320,423 447,249

短期借入金 300,000 300,000

1年内返済予定の長期借入金 1,322,994 1,408,688

未払金 57,797 16,743

リース債務 11,403 11,403

未払法人税等 31,799 157,610

未払消費税等 22,952 29,800

賞与引当金 79,375 164,306

未払費用 236,134 203,826

その他 141,240 106,393

流動負債合計 2,524,121 2,846,020

固定負債

社債 500,000 500,000

長期借入金 6,941,430 7,339,738

長期預り金 236,400 236,400

リース債務 30,427 38,980

繰延税金負債 143,593 147,384

退職給付引当金 505,831 500,635

役員退職慰労引当金 103,971 119,747

資産除去債務 32,356 －

固定負債合計 8,494,011 8,882,885

負債合計 11,018,132 11,728,905

純資産の部

株主資本

資本金 2,539,731 2,539,731

資本剰余金 2,314,681 2,314,681

利益剰余金 2,784,072 2,651,677

自己株式 △15,818 △15,020

株主資本合計 7,622,666 7,491,069

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 148,073 190,316

評価・換算差額等合計 148,073 190,316

新株予約権 7,800 6,825

純資産合計 7,778,539 7,688,211

負債純資産合計 18,796,672 19,417,116
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業収益 7,650,391 7,389,367

営業原価 6,296,678 6,156,490

営業総利益 1,353,712 1,232,877

販売費及び一般管理費

給料及び手当 356,175 326,841

その他 299,978 300,834

販売費及び一般管理費合計 ※1
 656,153

※1
 627,675

営業利益 697,559 605,201

営業外収益

受取利息 1,974 1,038

受取配当金 26,090 28,005

社宅使用料 16,978 18,700

持分法による投資利益 － 18,399

その他 16,899 14,504

営業外収益合計 61,943 80,648

営業外費用

支払利息 166,653 151,094

持分法による投資損失 16,222 －

その他 29,085 29,809

営業外費用合計 211,961 180,904

経常利益 547,540 504,945

特別損失

固定資産処分損 31,358 －

投資有価証券評価損 － 33,268

ソフトウエア仮勘定除却損 31,700 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 27,416

特別損失合計 63,058 60,685

税金等調整前四半期純利益 484,482 444,260

法人税、住民税及び事業税 126,876 152,299

法人税等調整額 97,777 64,610

法人税等合計 224,654 216,909

四半期純利益 259,828 227,350
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

営業収益 2,559,300 2,378,991

営業原価 2,100,315 1,994,773

営業総利益 458,985 384,218

販売費及び一般管理費

給料及び手当 117,799 104,270

その他 100,609 95,688

販売費及び一般管理費合計 ※1
 218,408

※1
 199,958

営業利益 240,576 184,260

営業外収益

受取利息 359 319

受取配当金 10,409 9,778

社宅使用料 5,607 6,124

持分法による投資利益 － 6,829

その他 1,190 3,192

営業外収益合計 17,567 26,244

営業外費用

支払利息 53,647 49,143

持分法による投資損失 10,113 －

その他 3,536 4,431

営業外費用合計 67,296 53,574

経常利益 190,847 156,930

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 － 2,026

特別利益合計 － 2,026

税金等調整前四半期純利益 190,847 158,956

法人税、住民税及び事業税 52,750 33,360

法人税等調整額 32,833 33,971

法人税等合計 85,583 67,331

四半期純利益 105,263 91,625
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 484,482 444,260

減価償却費 558,090 526,524

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,441 △3,524

賞与引当金の増減額（△は減少） △92,336 △84,930

退職給付引当金の増減額（△は減少） △41,237 5,196

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △69,073 △15,775

受取利息及び受取配当金 △28,065 △29,043

支払利息 166,653 151,094

有形固定資産除却損 39,493 8,044

有形固定資産売却損益（△は益） △4,071 △412

投資有価証券評価損益（△は益） － 33,268

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 27,416

持分法による投資損益（△は益） 16,222 △18,399

ソフトウエア仮勘定除却損 31,700 －

売上債権の増減額（△は増加） 103,332 213,745

仕入債務の増減額（△は減少） △264,979 △126,825

未払消費税等の増減額（△は減少） △18,532 △6,847

その他 213,226 △1,729

小計 1,098,346 1,122,061

利息及び配当金の受取額 28,065 29,043

利息の支払額 △163,767 △147,763

法人税等の支払額 △204,763 △286,411

営業活動によるキャッシュ・フロー 757,881 716,931

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 9,538 635

有形固定資産の取得による支出 △253,866 △151,668

無形固定資産の取得による支出 △13,995 －

投資有価証券の取得による支出 △1,426 △1,278

その他 982 1,914

投資活動によるキャッシュ・フロー △258,768 △150,397

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 1,150,000 600,000

長期借入金の返済による支出 △1,273,412 △1,084,002

社債の発行による収入 194,382 －

社債の償還による支出 △600,000 －

自己株式の増減額（△は増加） △561 △797

リース債務の返済による支出 △4,196 △8,552

配当金の支払額 △47,475 △48,015

財務活動によるキャッシュ・フロー △581,261 △541,368

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △82,148 25,164

現金及び現金同等物の期首残高 2,824,219 2,593,380

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,742,070

※1
 2,618,545
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【継続企業の前提に関する事項】

当第3四半期連結会計期間(自　平成22年10月1日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第3四半期連結累計期間(自　平成22年4月1日　至　平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第1四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号  平成20年3月10

日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号  平

成20年3月10日)を適用しております。

これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

(2)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20

年3月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平

成20年3月31日)を適用しております。

これにより、当第3四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は656千円、税金等調整前四半期純

利益は、28,073千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額

は32,054千円であります。

　

【表示方法の変更】

当第3四半期連結累計期間(自　平成22年4月1日　至　平成22年12月31日)及び当第3四半期連結会計期間(自

　平成22年10月1日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第3四半期連結累計期間(自　平成22年4月1日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第3四半期連結累計期間(自　平成22年4月1日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第3四半期連結累計期間(自　平成22年4月1日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第3四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年3月31日)

※1 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しております。

 なお、当第3四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれてお

ります。　　　　　　　

    受取手形                          1,829 千円

 

※1                   ───

※2 有形固定資産の減価償却累計額  15,471,004 千円

 

※2 有形固定資産の減価償却累計額 15,016,801 千円

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第3四半期連結累計期間

　
前第3四半期連結累計期間

(自　平成21年4月1日  至　平成21年12月31日)
当第3四半期連結累計期間 

(自　平成22年4月1日 至　平成22年12月31日)

※1 販売費及び一般管理費の主なもの 

   賞与引当金繰入額                  15,617 千円

   役員退職慰労引当金繰入額          21,832 千円

   退職給付費用                      18,893 千円

   減価償却費                        20,114 千円

   租税公課                          20,508 千円

 

※1 販売費及び一般管理費の主なもの 

   賞与引当金繰入額                  15,013 千円

   役員退職慰労引当金繰入額          17,424 千円

   退職給付費用                      16,447 千円

   減価償却費                        20,836 千円

   租税公課                          19,216 千円

 

　

第3四半期連結会計期間

　
前第3四半期連結会計期間

(自　平成21年10月1日  至　平成21年12月31日)
当第3四半期連結会計期間 

(自　平成22年10月1日 至　平成22年12月31日)

※1 販売費及び一般管理費の主なもの 

   賞与引当金繰入額                  15,617 千円

   役員退職慰労引当金繰入額           7,151 千円

   退職給付費用                       5,545 千円

   減価償却費                         8,350 千円

   租税公課                           6,548 千円

 

※1 販売費及び一般管理費の主なもの 

   賞与引当金繰入額                  15,013 千円

   役員退職慰労引当金繰入額           5,428 千円

   退職給付費用                       5,542 千円

   減価償却費                         5,952 千円

   租税公課                           5,960 千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第3四半期連結累計期間

(自　平成21年4月1日  至　平成21年12月31日)
当第3四半期連結累計期間 

(自　平成22年4月1日 至　平成22年12月31日)

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,786,221 千円

預入期間が3か月を超える

定期預金
△3,509 千円

有価証券のうち期限3ヶ月以内

の公社債投資信託等
959,357 千円

現金及び現金同等物 2,742,070 千円
 

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,827,150 千円

預入期間が3か月を超える

定期預金
△3,511 千円

有価証券のうち期限3ヶ月以内

の公社債投資信託等
794,906 千円

現金及び現金同等物 2,618,545 千円
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(株主資本等関係)

当第3四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第3四半期連結累計期間(自　平成22年4月1日　至　平

成22年12月31日)

1　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第3四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 15,876,010

　
2　自己株式に関する事項

株式の種類
当第3四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 58,376

　
3　新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

　　ストックオプションとしての新株予約権

会社名 目的となる株
式の種類

目的となる株式の数　　
　（株）

当第3四半期

連結会計期間末残高

（千円）

提出会社 ─ ─ 7,800

合計 ─ 7,800

　

4　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年6月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 47,483 3 平成22年3月31日 平成22年6月30日

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 47,473 3 平成22年9月30日 平成22年12月7日

　

　(2) 基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期

間の末日後となるもの

        該当事項はありません。

　

5　株主資本の著しい変動に関する事項

        株主資本の金額は前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第3四半期連結会計期間(自  平成21年10月1日  至  平成21年12月31日)

　

　
倉庫業
(千円)

運送業
(千円)

不動産賃貸業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

営 業 収 益 　 　 　 　 　 　 　

 (1)外部顧客に対する 　
 　 営業収益

1,294,677930,353275,49858,7712,559,300 ― 2,559,300

 (2)セグメント間の内部　
  　営業収益又は振替高

12,548353,60641,709 11,361419,225(419,225)―

計 1,307,2261,283,959317,20770,1322,978,526(419,225)2,559,300

営業利益又は営業損失
（△）

△269 48,305183,005 9,535240,576 ― 240,576

 (注)  1.事業区分の方法

            当社の事業区分の方法は事業の種類、性質に応じて区分しております。

       2.各事業の主要内容

                ① 倉庫業        …………  倉庫業者の営む貨物保管、荷役荷捌及びこれに付随す

                                           る業務

                ② 運送業        …………  貨物自動車運送事業者の営む貨物自動車運送及びこれ

                                           に付随する業務

                ③ 不動産賃貸業  …………  土地、家屋等の賃貸及び駐車場業

                ④ その他の事業  …………  ゴルフ練習場業

3.第1四半期連結会計期間より本社費用の配賦基準を見直しております。これにより、従来の方法に

よった場合に比べ、当第3四半期連結会計期間における倉庫業セグメントの営業利益が9,916千円増

加し、不動産賃貸業セグメントの営業利益が同額減少しております。

　

（追加情報）

従来、倉庫業セグメントに計上していた大阪港営業所及び厚木営業所における営業倉庫物件の一部につい

て、倉庫建物の再編方針に基づく営業倉庫の登録の抹消により、不動産賃貸業における単一の事業単位と

なったため、第1四半期連結会計期間より不動産賃貸業セグメントに計上しております。これにより、当第3四

半期連結会計期間における倉庫業セグメントの営業収益及び営業利益がそれぞれ81,105千円及び52,763千

円減少し、不動産賃貸業セグメントの営業収益及び営業利益がそれぞれ同額増加しております。
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前第3四半期連結累計期間(自  平成21年4月1日  至  平成21年12月31日)

　

　
倉庫業
(千円)

運送業
(千円)

不動産賃貸業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

営 業 収 益 　 　 　 　 　 　 　

 (1)外部顧客に対する 　
 　 営業収益

3,901,0342,748,998820,315180,0427,650,391 ― 7,650,391

 (2)セグメント間の内部　
  　営業収益又は振替高

27,7761,039,657125,12834,6441,227,206（1,227,206)―

計 3,928,8113,788,655945,443214,6868,877,598（1,227,206)7,650,391

営業利益又は営業損失
（△）

△3,571121,376542,93336,821697,559 ― 697,559

 (注)  1.事業区分の方法

            当社の事業区分の方法は事業の種類、性質に応じて区分しております。

       2.各事業の主要内容

                ① 倉庫業        …………  倉庫業者の営む貨物保管、荷役荷捌及びこれに付随す

                                           る業務

                ② 運送業        …………  貨物自動車運送事業者の営む貨物自動車運送及びこれ

                                           に付随する業務

                ③ 不動産賃貸業  …………  土地、家屋等の賃貸及び駐車場業

                ④ その他の事業  …………  ゴルフ練習場業

3.第1四半期連結会計期間より本社費用の配賦基準を見直しております。これにより、従来の方法に

よった場合に比べ、当第3四半期連結累計期間における倉庫業セグメントの営業利益が29,552千円増

加し、不動産賃貸業セグメントの営業利益が同額減少しております。

　

（追加情報）

従来、倉庫業セグメントに計上していた大阪港営業所及び厚木営業所における営業倉庫物件の一部につい

て、倉庫建物の再編方針に基づく営業倉庫の登録の抹消により、不動産賃貸業における単一の事業単位と

なったため、第1四半期連結会計期間より不動産賃貸業セグメントに計上しております。これにより、当第3四

半期連結累計期間における倉庫業セグメントの営業収益及び営業利益がそれぞれ243,315千円及び154,173

千円減少し、不動産賃貸業セグメントの営業収益及び営業利益がそれぞれ同額増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第3四半期連結会計期間(自 平成21年10月1日 至 平成21年12月31日)及び前第3四半期連結累計期間

(自 平成21年4月1日 至 平成21年12月31日)

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第3四半期連結会計期間(自 平成21年10月1日 至 平成21年12月31日)及び前第3四半期連結累計期間

(自 平成21年4月1日 至 平成21年12月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第1四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21

年3月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  

平成20年3月21日)を適用しております。

　

1  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本店に営業統括をおき、倉庫業を中心に事業活動を展開しております。なお、事業の種類、性質に

応じて区分しており、「倉庫業」、「運送業」、「不動産賃貸業」、「その他の事業」を報告セグメントとし

ております。

「倉庫業」は、倉庫業者の営む貨物保管、荷役荷捌及びこれに付随する業務、「運送業」は、貨物自動車運

送事業者の営む貨物自動車運送及びこれに付随する業務、「不動産賃貸業」は、土地、家屋等の賃貸及び駐

車場業、「その他の事業」は、ゴルフ練習場業等であります。

　

2  報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

当第3四半期連結累計期間(自  平成22年4月1日  至  平成22年12月31日)

　

　 　 　 　 　 　 (単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額倉庫業 運送業

不動産
賃貸業

その他の
事業

計

営 業 収 益 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客に対する営業
収益

3,774,0632,650,757812,307152,2397,389,367 ─ 7,389,367

 セグメント間の内部営
業収益又は振替高

36,7751,085,800125,12834,9241,282,629△1,282,629─

計 3,810,8383,736,558937,435187,1638,671,997△1,282,6297,389,367

セグメント利益又は損失
(△)

△ 65,21587,063567,18616,166605,201 ─ 605,201

(注) セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益に一致しております。
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当第3四半期連結会計期間(自  平成22年10月1日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額倉庫業 運送業

不動産
賃貸業

その他の
事業

計

営 業 収 益 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客に対する営業収益 1,209,750846,722270,05752,4612,378,991─ 2,378,991

 セグメント間の内部営業収
益又は振替高

11,714367,03341,50511,641431,895△431,895 ─

計 1,221,4651,213,755311,56264,1032,810,887△431,8952,378,991

セグメント利益又は損失
(△)

△29,27318,019188,9256,589184,260 ─ 184,260

(注) セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益に一致しております。

　

(リース取引関係)

平成20年3月31日以前に契約を締結した所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引について通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残

高は前連結会計年度末に比べて著しい変動はないため、記載しておりません。

　
(金融商品関係)

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　
(有価証券関係)

その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものではなく、また、前連結会計年

度の末日と比較して著しい変動がないため、記載しておりません。

　
(デリバティブ取引関係)

当社はヘッジ目的の金利スワップのみ行っており、ヘッジ会計を適用しているため、記載しておりま

せん。

　
(ストック・オプション等関係)

当社はストック・オプションを付与しておりますが、四半期連結財務諸表への影響額に重要性がな

いため、記載しておりません。

　
(資産除去債務関係)

事業の運営において重要なものではなく、また、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認め

られないため、記載しておりません。

　
(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められないため、記載しておりません。
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(１株当たり情報)

1　1株当たり純資産額

当第3四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年3月31日)

　 　

　 491.27 円
　

　 　

　 485.46 円
　

(注）1株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第3四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年3月31日)

純資産の部の合計額（千円） 7,778,539 7,688,211

普通株式に係る純資産額（千円） 7,770,739 7,681,386

差額の主な内訳（千円） 　 　

　新株予約権 7,800 6,825

普通株式の発行済株式数（株） 15,876,010 15,876,010

 普通株式の自己株式数（株） 58,376 53,212

1株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数（株）

15,817,634 15,822,798

　

２．1株当たり四半期純利益金額等

第3四半期連結累計期間

前第3四半期連結累計期間
(自　平成21年 4月 1日
至　平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自　平成22年 4月 1日
至　平成22年12月31日)

1株当たり四半期純利益金額 16.41 円

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 ─　円
　

1株当たり四半期純利益金額 14.37 円

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 ─　円

　

(注)　1.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

2.1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第3四半期連結累計期間
(自　平成21年 4月 1日
至　平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自　平成22年 4月 1日
至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 259,828 227,350

普通株式に係る四半期純利益(千円) 259,828 227,350

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 15,830,200 15,820,703

四半期純利益調整額（千円） ─ ─

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数（株）

─ ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当
たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式について前連結会計年度末から重要な変動があ
る場合の概要

─ ─
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第3四半期連結会計期間

前第3四半期連結会計期間
(自  平成21年10月 1日
至  平成21年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自  平成22年10月 1日
至  平成22年12月31日)

1株当たり四半期純利益金額 6.65 円

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 ─ 円
　

1株当たり四半期純利益金額 5.79 円

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 ─ 円
　

(注)　1.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

2.1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第3四半期連結会計期間
(自  平成21年10月 1日
至  平成21年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自  平成22年10月 1日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 105,263 91,625

普通株式に係る四半期純利益(千円) 105,263 91,625

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 15,829,370 15,818,714

四半期純利益調整額(千円) ─ ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(株)

─ ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─ ─

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第148期（平成22年4月1日から平成23年3月31日まで）中間配当については、平成22年10月28日開催の取

締役会において、平成22年9月30日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、次のと

おり中間配当を行うことを決議いたしました。

    ①  配当金の総額                                47,473 千円

    ②  1株当たりの金額                              3 円 00 銭

    ③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成22年12月7日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

　
平成22年2月12日

株式会社杉村倉庫

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士     山田  晃  印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士     小川  佳男  印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会

社杉村倉庫の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間(平成21年

10月1日から平成21年12月31日まで)及び第3四半期連結累計期間(平成21年4月1日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社杉村倉庫及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営

成績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) 1  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

2  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

　
平成23年2月14日

株式会社杉村倉庫

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士     山田  晃  印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士     小川  佳男  印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会

社杉村倉庫の平成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間(平成22年

10月1日から平成22年12月31日まで)及び第3四半期連結累計期間(平成22年4月1日から平成22年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社杉村倉庫及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営

成績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) 1  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

2  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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